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学歴獲得の階層差生成メカニズムの研究動向

―社会階層の１次効果・２次効果と進路選択研究の根本問題―

比較教育社会学コース　　豊　永　耕　平

Literature Review of the Mechanisms of Inequality of Access to Educational Credentials 

―Primary and secondary effects of social origins and fundamental issues of educational choice models―

Kohei TOYONAGA

　In this paper, I review the theoretical and empirical studies on the mechanisms of inequality of access to educational credentials. In 

particular, I concentrate on secondary effects of social origins on educational attainments and the role of information deficits about higher 

education. I note the need for greater attention to the actor in educational choices for secondary effects is also discussed and consider the 

important role of parents who know a lot about the benefits and costs of higher education.
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１．はじめに

本稿の目的は，学歴獲得の階層差生成メカニズムを

議論する研究動向の整理を通して，出身階層が学歴獲

得にもたらす影響がどのように生じているのかを議論

することである。ここでの「学歴獲得」とは，主とし

て高校卒業後の教育選択を念頭におきつつ，中卒から

大学・大学院卒までの広い意味の教育達成を指す。具

体的には，①学歴獲得に対する教育選択の社会階層差

（２次効果：secondary effects）に関する研究動向，②
子どもの教育選択に対する親の関与の社会階層差（親

の教育戦略：parenting/coaching）に関する研究動向の
整理を行い，学歴獲得の出身階層差（＝「親の効果」）

がどのように生じているのかを議論する。

学歴は社会経済的地位を左右する重要な要因である

（Blau & Duncan 1967）。けれども，依然として学歴獲

得の機会はすべての人々に等しく開かれてはいない

（Goldthorpe 2014）。なぜなら，一見すると高等教育の
大衆化によってあらゆる層に高等教育の門戸が開かれ

たようにみえるものの，実際には，学歴獲得の出身階

層差はほとんど変わっていないことが何度も報告さ

れてきたからである（Shavit & Blossfeld eds. 1993, 尾
嶋 1990, 荒牧 2000, Ishida 2007, Fujihara & Ishida 2016, 
Bukodi & Goldthorpe 2016, 中村 2018など）。
たとえば荒牧（2000）は，出身階層が中学卒業時

から高校卒業時までの各教育段階の移行場面にもたら

す影響力とその変化を検討した結果から「全体の機会

が拡大することによって内部格差が自動的に縮小して

いくという常識的な見方は，中等教育の場合にも，高

等教育の場合にも，否定された」（20頁）と結論づけ
ている。同様の知見を Ishida（2007）も報告しており，
学歴獲得に出身階層がもたらす影響力は1942年以前
の出生コーホートでも，1969年以降の出生コーホー
トでも，長期的にほとんど変化していないことを明ら

かにしている。

より近年の研究になると，学歴獲得に出身階層がも

たらす影響は縮小傾向にあることも指摘されてきた

ものの（Breen et al. 2009, 近藤・古田 2009, Bernardi & 
Ballarino 2014など），それは各コーホートにおける学
歴の価値を同一と仮定していることが原因で，高学歴

化にともなう学歴の価値変動を考慮すると（学歴の相

対的価値を考慮すると），学歴獲得の出身階層差はほ

とんど変化していないことが強調されている（Fujihara 
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& Ishida 2016, Bukodi & Goldthorpe 2016, 中村 2018な
ど）。Fujihara & Ishida（2016）は，教育年数のような
各時代で一定の値になる「絶対学歴指標」を用いると

確かに学歴獲得の階層差は縮小傾向にあるようにみ

えるものの，各時代の学歴の重要性の違いを考慮した

「相対学歴指標」を用いると学歴獲得の出身階層差は

安定傾向にあることを明らかにしている。こうした議

論を追試した中村（2018）も，相対学歴指標を用いる
と学歴獲得の階層差は長期的にほとんど変化しておら

ず，むしろ若年男性では縮小傾向どころか拡大傾向に

あることを指摘している。

けれども，結局のところ学歴獲得に対する「階層効

果」とは何なのだろうか。学歴獲得に対する「階層効

果」とはまさに「親の効果」であるはずであり，その

具体的な中身を理解しなければ学歴獲得の不平等がど

うして安定しているのかを理解することができない。

教育機会の不平等を議論する既存研究は「階層効果」

の大きさそれ自体を問題にしても，それがどのように

生じているのかを十分に検討していない問題がある。

現に，トランジションモデルや，一般化順序ロジット

モデル，対数乗法層別効果モデル，相対学歴指標など

の分析手法それ自体は「高度化」してきたことは間違

いないといえよう。しかしながらGoldthorpe（2014）
も指摘するように，こうした分析手法の「高度化」と

は裏腹に理論との対応関係は希薄になりがちで，学歴

獲得に対する「階層効果」の大きさは強調されても，

学歴獲得に対する「階層効果」が生じるメカニズムの

検討は棚上げされてきたといえる。

というのも，ここでの学歴獲得に対する「階層効果」

とは，出身階層が高い子どもほど高い学歴を獲得しや

すいという共変関係に過ぎず，学歴獲得の不平等とい

うマクロレベルでの現象が，社会を構成している個人

のどのようなミクロレベルでの行為によって生じてい

るのかが依然としてブラックボックスのままになって

いるからである（Goldthorpe 2014）。もちろん階層・階
級間の文化や規範の違いに説明を求める議論では，階

層差を伴った家庭における文化や規範と学校で正統と

される文化との親和性の相違が，学歴獲得の不平等の

メカニズムとして説明されてきた（Willis 1977=1996, 
Bourdieu & Passron 1970=1991など）。けれども，こうし
た階層・階級間の文化や規範の違いからの説明だけで

は，「階層効果」は十分には説明されないこともまた問

題視されてきた（Goldthorpe 2007, Farkas 2018など）。
とりわけGoldthorpe（2007）は，階層・階級間の文
化や規範の違いが学歴獲得を完全に左右するのであれ

ば，教育機会が提供されても労働者階級の進学傾向は

変化しないはずであるものの，実際に教育拡大が生じ

ている以上は「再生産」になっておらず，学歴獲得の

不平等の長期的な変化も説明できないと批判してい

る。さらにFarkas（2018）も，実証研究でいわゆる「文
化資本」と呼ばれてきたもののほとんどが恣意的かつ

曖昧な指標になりがちで，学校で獲得可能な「文化資

源」であって代々継承される「資本」とも言い難い問

題点を整理し，階層・階級間の文化や規範に着目した

議論は直接的に検証することが難しいことを議論して

いる。現にKingston（2001）も，「文化資本」の指標
とされる高級な文化活動の頻度は，実際には高階層で

少し多いという程度に過ぎず，高級な文化活動それ自

体はそこまで重要な背後要因ではない可能性を指摘し

ている１）。

もちろん「階層効果」のメカニズムを説明するため

に階層・階級間の文化や規範の違いに着目する意義が

まったく乏しいというわけではない（van de Werfhorst 
& Hofstede 2007）。けれども，学歴獲得に対する「階層
効果」がどのように生じているのかを議論するには，

実際にミクロレベルでは個人はどのように教育選択を

行っており，そうした教育選択にはどのように階層差

が生じているのかを，より直接的に検証可能な枠組み

から議論することが必要である（Goldthorpe 2014）。と
りわけ近年では，教育拡大のなかでも学歴獲得の不平

等が安定しているのはなぜなのかという疑問や，結局

のところ学歴獲得に対する「階層効果」とは何なのか

という疑問に答えるために，学歴獲得をめぐる教育選

択の社会階層差をより直接的な形で検証する議論が多

く蓄積されてきている（Breen & Goldthorpe 1997など）。
そこで本稿では，①学歴獲得をめぐる教育選択の社

会階層差に関する研究動向，②子どもの教育選択に対

する親のかかわりの社会階層差に関する研究動向の整

理を行うことで，学歴獲得に対する「階層効果」（＝「親

の効果」）がどのように生じているのかを議論し，教

育機会の不平等を議論する後続研究の地平を示す。本

稿の構成を説明する。第２章では学歴獲得の階層差生

成メカニズムに関する理論を示し，教育選択の社会階

層差を議論する研究動向の整理を行う。第３章では，

教育選択の階層差（＝２次効果）を議論するためには

教育選択・進路選択の主語は誰であるのかを明確にす

る必要があることを指摘し，もうひとつの選択主体で

ある親が子どもの教育選択にどのように関与している

のかを議論する研究動向を整理する。そして第４章で

は，今後の研究課題と展望について考察を加える。
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２．学歴獲得の階層差はなぜ生じるか？

Ａ．社会階層の１次効果と２次効果

学歴獲得には出身階層差が生じるのはなぜなのか。

この問いに答えるために，かつてBoudon（1974）は，
学歴獲得に出身階層差が生じるメカニズムを学力の社

会経済的格差による要因（１次効果）と，学力が同水

準でも残る社会経済的格差による要因（２次効果）に

区別して議論していた。１次効果は，「学歴獲得に出

身階層差が生じるのは学力に階層差があるからだ」と

いう説明を意味し，子どもの学力を通じた「階層効果」

を指している。どうして学力に出身階層差が生じるの

かは必ずしも明らかではないものの，少なくとも，学

校入学前の幼少期の認知的能力にはすでに出身階層差

があり，そうした初期時点の認知的能力の階層差が決

定的な意味を持ってしまうことが明らかにされている

（Layte 2017）。同様の事実は日本でも中西（2017）や
数実（2017）によって指摘されており，家庭の文化的
資源の多寡によってなのか，学校入学当初から学力の

階層差が存在し，そうした低階層の学力面での不利が

学年を経るにしたがって累積されていくことが報告さ

れている。

こうした学力の階層差は，高学歴化や産業化によっ

て世界規模で拡大傾向にあることが知られているもの

の（Chmilewski 2019）２），それでも学力の階層差だけ
では学歴獲得の階層差をおおむね50％程度しか説明し
ないことが何度も報告されてきた（Jackson et al. 2007, 
Bukodi et al. 2014, Jackson 2013, 藤原 2015, 白川 2017, 
Bourne et al. 2018など）。たとえばBourne et al.（2018）
は子どもの認知的能力を可能なかぎり統制しても，学

歴獲得に対する「階層効果」の30％～50％程度しか説
明できず，実際には学力や認知的能力を経由しない社

会階層の直接効果の方がはるかに重要であることを明

らかにしている。藤原（2015）も学力要因は在籍高校
ランク差を含めても，高校生の教育期待の出身階層差

を50％程度しか説明せず，学力要因を経由しない社会
階層の直接効果の方が日本でも影響力が大きいことを

指摘している。同様の知見はPISAデータの分析を行っ
た白川（2017）によっても報告されており，学力の階
層差は高校生の教育期待の出身階層差を30％程度しか
説明せず，残りの70％程度が学力要因では説明できな
い要因から生じていることを明らかにしている。

こうした学力を経由しないで出身階層が学歴獲得に

もたらす直接効果こそが，社会階層の２次効果であ

る。２次効果は，「学歴獲得に出身階層差が生じるの

は，仮に同じ学力水準だったとしても教育選択に階層

差があるからだ」という説明を意味し，仮に子どもの

学力が同程度であっても，学歴獲得に伴う便益・費

用負担・成功可能性の判断に出身階層差が伴うため

に，学歴獲得には「階層効果」が生じることを指す。

Jackson et al.（2007）は，能力＋努力によるメリトク
ラシー概念による地位配分で想定されるのは１次効

果にすぎず，実際には能力が同一であっても２次効果

が生じるのだから，学力の階層差による１次効果だけ

に注意を払うのは深刻な誤りであると指摘している。

Bukodi et al.（2014）も学歴獲得には２次効果の方が
重要という事実は，仮に認知的能力の大部分が遺伝に

よって決まると仮定しても，遺伝よりも環境要因の方

が重要であることの証左であると強調している。

Ｂ．学歴獲得に対する「２次効果」の研究動向

それでは，どうして仮に子どもの学力水準が同程度

であっても教育選択には出身階層差が生じるのだろう

か。既存研究では，学歴獲得に伴う便益・費用負担・

成功可能性の判断には出身階層差が存在し，そのため

教育選択には「階層効果」が生じることが議論され

てきた（Betts 1996, Usher 2005, Becker & Hecken 2009a, 
Becker & Hecken 2009b, Schindler & Lorz 2012, Dinkelman 
& Martines 2014, Abbiati et al. 2016, Abbiati & Barone 2017, 
Barone et al. 2017, Abbiati et al. 2018, Barone et al. 2018a, 
Barone et al. 2018b, Daniel & Watermann 2018など）。
先駆的な研究となったBetts（1996）は，個人の教

育選択は正確に将来の便益を勘案して行われるという

仮定（完全情報の仮定：Perfect Information）に基づい
て議論されることが多いものの，実際には大学生すら

も将来の賃金について「誤認」しており，特に低階層

の大学生ほど大卒学歴の便益を過小評価していること

を指摘している。高校生を対象として追加検証した

Usher（2005）も，低階層の高校生ほど学歴獲得によ
る便益を過小評価し，費用負担も過大評価しやすいた

め，仮に学力水準が同程度であっても教育選択には階

層差が生じることを明らかにしている。高等教育進学

に必要な直接・間接費用それ自体が重要なことはもち

ろんであるが，特に労働者階級ほどそうした直接費用

を過大評価しやすいために進学の障壁が実際以上に大

きくなってしまい（Becker & Hecken 2009a），進学に
よる便益よりも早期の経済的自立に価値を見いだしや

すくなるとされる（Schindler & Lörz 2012）。
さらに仮に同じ学力水準であっても，低階層ほど

高等教育に進学した場合の成功可能性を悲観的に評
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価しやすいことも報告されてきた（Becker & Hecken 
2009b, Abbiati & Barone 2017, Barone et al. 2018a, Daniel 
& Watermann 2018）。Becker & Hecken（2009b） は，

低階層は学力水準がそこまで低くなくても，実際に進

学した場合に中退するリスクを過大評価しやすく，大

学進学による成功可能性をかなり悲観的に見通しやす

いことを指摘している。Barone et al.（2018a）も，低
階層の子どもが高学力であっても進学しにくいのは，

高階層と比べてアカデミックなトラックについての情

報が乏しく，進学した場合の勉強面の難しさを必要以

上に心配するためであることを報告している。Daniel 
& Watermann（2018）も同様の事実を指摘し，高等教
育の情報量や文化的資源の階層差によって便益や費用

負担の判断はもちろん，進学した場合の成功可能性の

判断にも階層差が生じることを指摘している。

このように低階層は，仮に学力水準がそこまで低く

なくても学歴獲得に伴う便益を過小評価しやすく，費

用負担も過大評価しやすいことに加えて，進学した場

合の成功可能性も悲観的に評価しやすいために，実際

の状況以上に進学の障壁が大きくなってしまう。その

一方で高階層の家庭では高等教育を直接経験した人か

ら情報を得やすいため（Slack et al. 2014），学歴獲得に
よる便益を高く評価することはもちろん，進学した場

合の成功可能性についても楽観的に判断しやすいこと

が知られている（Abbiati & Barone 2017）。むしろ，進
学しなかった場合に親の地位から下降してしまうリス

クの方が大きく（Breen & Goldthorpe 1997），便益や費
用などを勘案して「進学するかどうか」を悩んだりす

ることもほとんどないことも指摘されてきた（Becker 
& Hecken 2009b, Grodsky & Riegle-Crumb 2010, Dumont 
et al. 2019）。
たとえばGrodsky & Riegle-Crumb（2010）は，高階

層は大学進学ハビトゥス（college-going habitus）を持っ
ているため，幼少期からすでに大学進学が自明視され

やすく，高等教育に進学するかどうかを悩んだりする

ことはまれで，実際には費用や便益を勘案した教育選

択をほとんど行わないことを指摘している。Dumont et 
al.（2019）も仮に子どもの学力水準が同程度であって
も，高階層の家庭ではアカデミックトラックへの進学

が当然のこととみなされており，実際に便益・費用負

担・成功可能性を勘案した教育選択を行っているのは

低階層の家庭であることを主張している。同様の事実

はBecker & Hecken（2009b）によっても報告されており，
高階層と比べて労働者階級ほど「教育選択」そのもの

を行いやすく，特に進学後の成功可能性の悲観的評価

が重要な役割を果たしていることを指摘している。

Ｃ．２次効果と高等教育の情報バイアス

このように進学による便益・費用負担・成功可能

性の判断と教育選択には階層差があるために，仮に子

どもの学力水準が同程度であったとしても，学歴獲得

には「階層効果」が生じることになると考えられる。

Jackson（2013）は，遺伝要因であろうと，文化的資源
によるものであろうと，学力の階層差による１次効果

を解消することは困難であるものの，教育選択の階層

差による２次効果は，低階層の高等教育に対する「誤

認」を修正することができれば，１次効果と比べて簡

便に解消できる可能性があることを強調している。現

にDollmann（2016）は教育選択の自由度を狭める教育
制度改革は，学力面で不利な層が教育選択で挽回する

機会を奪ってしまう側面もあるものの，２次効果が発

生する余地を少なくすることで学歴獲得に対する全体

的な「階層効果」を緩和させることを実証している。

こうした中で近年では，高等教育についての階層

差を伴った「情報バイアス」の修正が学歴獲得の階

層差の緩和につながるかどうかが注目を集めてきた

（Oreopoulos & Dunn 2013, Dinkelman & Martines 2014, 
McGuigan et al. 2016, Barone et al. 2017, Ehlert et al 2017, 
Peter & Zambre 2017, Barone et al. 2018aなど）。たとえ
ばOreopoulos & Dunn（2013）は，高等教育の便益や
費用を解説したプロモーションビデオを低階層の高校

生に視聴させると，高等教育の便益認知や費用負担の

「誤認」は修正され，特に進路未定層の低階層の高校

生が実際に大学に進学しやすくなったことを報告して

いる。Peter & Zambre（2017）も，ランダム化比較実
験によって情報提供の因果効果を検証した結果から，

大学教育の便益や費用についての情報提供が特に低階

層の子どもの進学意欲に因果効果を持つことを明らか

にしている。同様の因果効果をEhlert et al.（2017）も
報告しているが，情報提供によって低階層の子どもの

「誤認」が修正されて大学進学率が上昇することは間

違いないものの，とりわけ進学に要する直接費用の金

額が大きい国では，情報提供だけでは効果が乏しい可

能性も指摘している。

こうしたEhlert et al.（2017）の指摘は「情報提供を
しても，ない袖は振れない」という費用面の問題であ

るが，同時に，情報提供するタイミングや個人の選

好を考慮する重要性も多くの研究で指摘されてきた

（Dinkelman & Martines 2014, Hastings et al. 2015, Kerr et 
al. 2015, Abbiati et al. 2016, Barone et al. 2017）。たとえば
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Abbiati et al.（2016）は，情報提供は教育選択自体を行
いやすい労働者階級に大きな因果効果をもたなかった

ことから，特にトラッキングが重要な国では，進路選

択のタイミングに情報提供をしても手遅れになりやす

い可能性を指摘している。同様にDinkelman & Martines
（2014）も，とりわけ経済支援制度では受給にむけた長
期的な準備が必要になるので，進路選択のタイミング

に情報提供するのではなくてもっとまえから「情報バ

イアス」を修正する必要があることを指摘している。

こうした議論が指摘するのは「今さら情報提供され

ても，どうすることもできない」という情報提供の

タイミングの問題点であるが，その一方でHastings et 
al.（2015）は個人の選好が重要になる教育選択（専
攻分野選択など）では情報提供による修正効果が

限定的になることも指摘している。たとえばKerr et 
al.（2015）は，専攻分野の期待収益を説明する情報提
供の因果効果をランダム化比較実験から検討したとこ

ろ，専攻間の便益の見通しについての「情報バイアス」

は修正できるものの，賃金面では説明できない個人の

選好によって実際の教育選択までは修正できないこと

を明らかにしている。このことは「賃金の違いは理解

したが，でもやっぱり自分の好きなことをしたい」と

いう個人の選好による影響が専攻分野選択では大きい

ということであるが，実際には子どもではなくて親の

「誤認」が重要で，子どもではなくて親に情報提供す

ると，低階層の子どもが職業科ではなくてアカデミッ

クトラックを選択する確率が高くなるという指摘もあ

る（Barone et al. 2018a）。
以上のように学歴獲得をめぐる教育選択の社会階層

差の議論は，階層・階級間の文化や規範の違いからの

説明と比べてより直接的に検証可能な理論枠組みであ

ることはもちろん，学歴獲得の階層差を縮小させる

政策的な糸口も提示しうる点で優れている（Jackson 
2013）。先述のように日本の文脈でも，学力の階層差
による１次効果よりも，教育選択の階層差による２

次効果の方が重要であることから（藤原 2015, 白川 
2017），学歴獲得に伴う便益・費用負担・成功可能性
の判断にはどのように階層差が生じているのかを日

本でも直接的に検証することが必要である。ただし

Bernardi & Ballarino（2014）も問題視するように，高
学歴化は教育機会を左右するだけでなく，実際に学歴

の便益を低下させる側面もあるため客観的な学歴獲得

の便益を確認しつつ，学歴獲得の不平等は議論されな

ければならない。

３．教育選択をするのはだれなのか？

Ａ．進路選択研究の根本問題

このように既存研究では，学歴獲得に対する「階層

効果」が生じるのは，学力に階層差が生じるからだけ

ではなく，学歴獲得に伴う便益・費用負担・成功可能

性の主観的な判断と教育選択にも階層差が生じるため

であることが何度も議論されてきた。けれども，そも

そも教育選択・進路選択をするのは「だれ」なのだろ

うか。教育選択の階層差を議論する既存研究では，情

報提供による因果効果を検証する議論が子どもの「誤

認」の修正を問題にしてきたように，基本的には「子

ども」が学歴獲得による便益や費用を勘案して教育選

択を行うことが想定されてきた。もちろん子ども本人

が学歴獲得に伴う便益や費用負担を直感的に判断して

いる部分もあるとは考えられるが，実際には，学歴獲

得による便益をすでに認知しているのは親であり，家

計状況から費用負担を判断するのも親であるはずであ

る。

現に情報提供の因果効果を検証する実証研究でも，

子どもではなく親の「誤認」の方が重要であるという

指摘もある（Barone et al. 2018a）。本来は子どもだけで
はなくて親も教育選択の主体であるはずであり，むし

ろ教育選択に対する「階層効果」とはまさに「親の効果」

の存在を意味しているのだから，もうひとつの選択主

体である親が果たす役割を理解しなければ，学歴獲得

に対する「階層効果」が何なのかは理解することはで

きない。仮に子ども本人の便益・費用負担・成功可能

性の主観的な見通しが重要なのだとしても，高等教育

について理解している高階層の親ならば，子どもの「誤

認」を家庭内で直接修正することができるはずであり，

それこそが教育選択に対する「親の効果」の正体なの

であるから，教育選択の場面に親を登場させて理解す

る必要があることは間違いないだろう。

こうした教育選択・進路選択の主語が曖昧になって

いる問題点は日本の既存研究も抱えており，とりわけ

高校生の進路選択の場面でも，高卒後進路を分化させ

る高校間トラッキングの大きさは強調されても学校調

査の限界もあって「親が不在」だった（中村編 2010, 
樋田ほか編 2014, 尾嶋・荒枚編 2018）。もちろん学校
調査を通じた高校間トラッキングの解明は，学校内部

での進路選択プロセスを詳細に描き出すことには成功

しているものの，それとは引き換えに進路選択の場面

から親はいなくなってしまい，あたかも子どもがひと

りで自由に進路選択しているかのような議論になって
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しまっている問題がある。現実には子どもの希望進路

がそのまま決定されるわけではなく，子どもだけでは

なくて親もまた進路選択の主体であろう。このように

「親が不在」で進路選択の主体が曖昧であることは「進

路選択研究の根本問題」である。

こうした問題を解決して学歴獲得に対する「階層効

果」（＝「親の効果」）がどのように生じているのかを

理解するためには，子どもの教育選択の場面に親を登

場させ，教育選択に対する「親の効果」を直接的に組

み込む必要がある。重要なのは，そもそも「教育選択

をしているのはだれなのか？」ということである。学

歴獲得の階層差がどのように生じているのかを明らか

にするためには，教育選択の主語はだれなのかという

問題や，子どもの学歴獲得に伴う便益・費用負担・成

功可能性を判断するのはだれなのかという問題を明確

にし，子どもの教育選択に対する親のかかわりを直接

的に議論することで，階層研究と進路選択研究を架橋

しなければならない。

Ｂ．教育選択に対する「親の効果」

それでは，子どもの教育選択に対して親はどのよう

に関与しているのだろうか。子どもとその親を対象と

した調査の実施は難しい側面があるため，研究の数自

体は非常に少ないものの，それでも現実には子どもが

自由に教育選択しているわけではないことが繰り返し

報告されてきた（Baker & Stevenson 1986, Useem 1992, 
Reay & Ball 1998, David et al. 2003, Brooks 2004, Bell et 
al. 2014, Snee & Devine 2014, Calarco 2014, Lareau 2015
など）。たとえばBaker & Stevenson（1986）は，高学
歴な母親は子どもの教育選択に積極的・直接的に干渉

しやすく，子どもの成績状況とは関係なく大学進学に

つながる教育選択へと子どもを誘導しやすいことを指

摘している３）。Useem（1992）も，高学歴な母親は自
分自身の教育経験もあって教育制度をよく理解してお

り，とりわけ進学先の選択などの重要な教育選択の場

面では，子どもの教育選択に積極的・直接的に干渉し

やすいことを明らかにしている。

さらにReay & Ball（1998）は，労働者階級の親は
子ども本人の自由な教育選択に完全にゆだねており，

特定の進路に子どもを水路づけたりはしないものの，

中流階級の親はあらかじめ取捨選択した選択肢の範囲

内から子どもに選択させることで，望ましい特定の

進路へと子どもを水路づけていることを明らかにし

ている（choice within predetermined limits）。こうした
Reay & Ball（1998）の議論は，「中流階級の子どもの

教育選択は親が選んできた手札にあるカードから“自

由に”選択することだ」ということであるが，もう片

方の選択主体である親がすでに教育選択してしまって

いるにもかかわらず，子どもにはあくまでも自分の興

味や関心に基づいて自分で教育選択していると解釈さ

れる（Snee & Devine 2014）。
このように当然ではあるものの，教育選択は子ども

がひとりで自由に行っているわけではなく，親がどの

程度まで子どもに「主導権」を委譲するか（parental 
autonomy granting）には階層差があるものの，教育
選択は親との議論を伴って行われている（Bell et al. 
2014）。Calarco（2014）は，学校における不平等を直
接的に左右するのは，実際には教育に対する親の考え

方を反映した，親からの能動的で戦略的な助言や働き

かけ（coaching）であることを指摘し，子育て実践を
議論する既存研究には，階層化された親の子育て実践

があたかも自動的・暗黙的に生じるかのように想定し

ている問題や，そうした子育て実践の階層差が不平等

生成にどのように結びつくのかも曖昧になっている

問題があることを批判している。こうした中でLareau
（2015）は，中流階級の親ほど「社会がどのように動
いているのか」を判断する「文化的知識」が豊富であ

るため，より効果的で直接的な助言や働きかけによっ

て大人になるまで子どもをナビゲートしやすいことを

議論している（＝ 「文化的ガイド」）。
以上のように教育選択は子どもだけではなく親に

よっても行われており，親自身がもつ教育に対する考

え方や情報量には階層差があり，子どもの教育選択を

水路づける度合いや直接的なコーチングにも階層差が

あるため，教育選択に対する「親の効果」が生じてい

ると考えられる。ただし，教育選択の主体は「子ども」

だけではなくて「親」であることは間違いないものの，

基本的に子どもの教育選択にかかわるのは「母親」で

あり，「父親」はほとんど関与していないことも明ら

かにされてきた（David et al. 2003, Brook 2004 など）。
Brook（2004）は，父親が子どもの教育選択に直接的
に関与するのは，子どもが母親に反発している場合な

どの限定的な状況だけで，基本的に父親は子どもの教

育選択に対して距離をとりやすいことを明らかにして

いる。David et al.（2003）も，特に子どもの性別が女
子の場合は父親は蚊帳の外になりやすく，母親が重要

な役割を果たすことを報告している4)。

このように父親は子どもの教育選択に直接的に関与

しにくいのであれば，結局のところ教育選択に対する

父親要因による「階層効果」（父職業・父学歴など）
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がどのように生じているのかを議論することはますま

す難しくなってしまう。けれども，少なくとも子ども

の教育選択の場面に登場させる必要がある「親」とは

母親であることは間違いなく，母親がどのように学歴

獲得に伴う便益・費用負担・成功可能性を判断し，父

親による意見も踏まえながら子どもの教育選択にどの

ように関与しているのかを議論することが重要になろ

う。Bukodi et al.（2014）も強調するように，学歴獲
得に対する「階層効果」は父職業・父学歴・母学歴な

どの各階層要因が合さって影響する部分はもちろん，

各階層要因が独立してそれぞれ異なったメカニズムと

して影響する部分もあるため，一緒くたに「階層効果」

を議論するのではなく，父親要因と母親要因をわけて

考えることが有効になると考えられる。

４．今後の課題と展望

本稿では，学歴獲得の出身階層差がどのように生じ

ているのかを理解するために，学歴獲得の階層差生成

メカニズムを議論する研究動向の整理を行ってきた。

学歴獲得に対する「階層効果」とはまさに「親の効果」

であるはずであるから，その具体的な中身を理解しな

ければ学歴獲得の不平等がどうして安定しているのか

は理解できないはずである。そのために，①学歴獲得

をめぐる教育選択の社会階層差に関する研究動向と，

②子どもの教育選択に対する親の関与の社会階層差に

関する研究動向を整理し，社会を構成している個人の

どのようなミクロレベルでの行為から学歴獲得の不平

等が生じているのかを探ってきた。

本稿が主張したいことは，学歴獲得に対する「階層

効果」を解明するためには，子どもの教育選択の場面

にもう片方の選択主体である親を登場させ，教育選択

に対する階層差がどのように生じているのかをもっと

直接的な形で検証する必要があるということである。

もちろん当然ではあるものの，学力の階層差がどのよ

うに生じているのかを検証することも重要な課題であ

る。けれども Jackson（2013）も強調するように，学
力の階層差が生じる原因を遺伝要因も含めて特定する

ことは現実的に難しく，仮に原因が判明しても階層差

を解消させることには莫大なコストが必要になる。そ

れに対して教育選択の階層差は，情報提供による因果

効果の実証研究も蓄積されてきたように，学歴獲得の

階層差を緩和させる政策的な糸口を提示しうることに

加えて，階層・階級間の文化や規範の違いからの説明

と比べてもっと直接的な形で「親の効果」が生じるメ

カニズムを議論することができる。

とりわけ日本の既存研究では，学力には階層差があ

り（苅谷・志水編 2004），勉強時間からみる「努力」
にも階層差があり（苅谷 2000），「イイ高校，イイ大学，
イイ職場」の傾斜選抜構造の中でアスピレーションの

加熱・冷却・再加熱がうまく機能するのが日本型のメ

リトクラシーであるとされてきた（竹内 1995）。こう
した能力＋努力とその階層差から議論してきた既存研

究の主語は「子ども」であり，子ども本人に根ざした

能力＋努力こそが重要な位置づけになるので，「親の

効果」はせいぜい文化資本や通塾などを通じてそれら

に介入するという曖昧な程度にしか描かれなくなって

しまっている。問題なのは，理論面でも実証面でも「親

が不在」になりがちなことである。「教育選択してい

るのはだれなのか？」を考慮して，教育選択に対する

親の直接的な介在を議論する必要がある。

現に荒牧（2016）も，「あくまで階層差が生み出さ
れるメカニズムを問題とする際には，親のゲームに着

目することこそが重要だ」（236頁）と結論づけており，
親自身が学歴獲得にともなう便益・費用負担・成功可

能性をどのように判断しており，子どもの教育選択に

どのように関与しているのかを議論していくことが，

今後の研究には求められるだろう。ただし近藤・古田

（2009）も強調していたように，学歴獲得に対する「階
層効果」は多様な原因が入り交じって生じているた

め，唯一絶対的な背後要因が存在するわけではない。

父職業や父学歴・母学歴などいずれの階層指標につい

て議論しているのか明確にしつつ，多様な階層差生成

メカニズムを想定して研究を蓄積していくことが重要

である。こうした取り組みが求められる中で，学歴獲

得に対する「階層効果」とは何なのかを突き詰めて議

論した本稿は，学歴獲得の階層差生成を議論する後続

研究の一里塚となるはずである。

注

１） だからこそ家庭の資本総量を多元的に捉えようとする試みもあ
る（古田 2018など）。ここでの力点は，より直接的に検証可能な
説明枠組みが必要であるという点にあり，階層・階級間の文化や

規範に着目した研究蓄積が今後も必要なことは間違いない。

２） ただし日本における学力の階層差は1960年代の時点ですでに高
く，そこから徐々に縮小し1990年以降にはふたたび拡大する複雑

な動きをしていることが確認できる。けれども1960年代から線形

的に階層差が拡大していく諸外国の状況と比べると劇的な変化で

はなく，日本は例外的に階層差が安定している国として位置づけ

られている。

３） 基本的には高学歴な母親ほど，子どもの成績状況や学校での
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状況などを正確に把握・監督しており，「教育キャリアのマネー

ジャー（better managers of school careers）」としての役割を果た
しているとされるが，どうして高学歴な母親ほど子どもの教育選

択に積極的・直接的にかかわるのかは必ずしも明らかにされてい

ない。

４） ただし中流階級の父親が子どもの教育選択をまったく気にして
いないわけではなく，特に子どもの性別が女子の場合は，子ども

本人が自分の教育選択に父親ではなく母親を積極的に巻き込むコ

ラボレートな戦略をとることが原因であると指摘されている。け

れども，基本的に父親が教育選択に関与しにくい理由は明らかに

なっていない。
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